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長谷田公子 

TEL・FAX 25-1130 

八幡町 44 

総務常任委員 

少子高齢化対策特別委員 

て
も
、
利
用
料
は
世
帯
全
体
の
収

入
で
決
ま
る
た
め
に
一
～
三
万

円
台
と
な
る
な
ど
、
大
き
な
負
担

増
と
な
っ
て
い
る
実
態
が
分
か

り
ま
し
た
。 

市
独
自
の
減
免
制
度
の
新
設

を
、
と
求
め
ま
し
た
。 

新
制
度
で
は 

施
設
が
成
り
立
た
な
い

ま
た
、
施
設
・
事
業
に
た
い
す

る
報
酬
単
価
が
四
月
か
ら
引
き

下
げ
ら
れ
、
支
払
い
方
式
も
月
額

制
か
ら
日
額
制
に
変
更
さ
れ
ま

し
た
。
ま
た
、
精
神
障
害
者
の
地

域
生
活
支
援
セ
ン
タ
ー
へ
の
補

政務調査費引き上げ問題への党議員団の対応について

党
議
員
団
と
の
連
携
で
早

川
昌
枝
県
議
が
こ
の
問
題
を

県
議
会
で
取
り
上
げ
、
県
に

今
年
度
分
の
当
初
予
算
確
保

の
努
力
を
約
束
さ
せ
ま
し

た
。 団

は
、
施
設
存
続
と
サ
ー

ビ
ス
維
持
に
向
け
、
市
と
し

て
も
責
任
を
持
っ
て
対
応
す

る
よ
う
に
、
と
強
く
求
め
ま

し
た
。 
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介
護
保
険
料
・
利
用
料 

大
幅
引
き
上
げ
に 

負
担
軽
減
策
の
拡
充
を 

昨
年
十
月
か
ら
、
介
護
保
険
施

設
の
食
費
・
居
住
費
が
全
額
自
己

負
担
に
な
り
ま
し
た
。
大
部
屋
で

も
月
五
～
六
万
円
の
負
担
増
に

な
り
、｢

お
金
が
無
い
と
施
設
に

入
れ
な
い
！｣

と
、
悲
鳴
が
あ
が

っ
て
い
ま
す
。 

ま
た
、
今
年
度
、
市
の
介
護
保

険
料
基
準
額
は
、
赤
堀
・
伊
勢
崎

地
域
で
約
五
〇
％
、
境
地
域
で
二

三
％
、
東
地
域
で
も
十
三
％
の
引

き
上
げ
と
な
り
ま
し
た
。 

さ
ら
に
、
所
得
税
の
老
年
者
控

除
の
廃
止
と
公
的
年
金
等
控
除

の
引
き
下
げ
に
よ
る
増
税
の
波

が
、
今
年
度
分
か
ら
は
市
・
県
民

税
に
も
お
よ
び
ま
し
た
。
こ
の
た

め
に
税
額
が
十
倍
を
超
す
人
も

出
て
、
高
齢
者
の
生
活
に
重
く
の

し
か
か
っ
て
い
ま
す
。 

何
よ
り
、
住
民
税
が
非
課
税
か

ら
課
税
に
変
わ
る
と
、
介
護
保
険

料
は
基
準
額
よ
り
さ
ら
に
大
幅

な
引
き
上
げ
に
な
り
ま
す
。 

党
議
員
団
と
市
民
の
運
動
に

よ
り
、
伊
勢
崎
市
で
も
介
護
保
険

料
減
免
制
度
と
利
用
料
助
成
制

会で党議員団以外の「旧伊勢崎

市議会と同額に」という意見に

より 1 議員あたり年間 42 万円

に決まりました。 
 党議員団も、政務調査費につ

いては「政党助成金」のような

憲法違反のものではなく、会派

の研究・調査活動にとって必要

なものだと考えています。 
しかし金額については、これ

までの経緯を見ても 42 万円で

は市民の納得が得られないと考

えます。そこで、引き上げ案に

反対し、合併前と同じ対応を続

けることにしたものです。 

無料生活法律相談会 
毎月第４月曜午後６時～

弁護士と市議会議員が親身に相談に応じま

す。要予約。左記議員または地区党事務所

（25-4854）までお気軽にお問い合わせくだ

さい。緊急の相談にも、応じます。

働く者のかけこみ寺をなくさないで！ 
「伊勢崎労働基準監督署の存続を」群馬労働局に申し入れ 
 

 

作
業
所
労
賃
よ
り
多
い

利
用
料
一
割
負
担 

今
年
四
月
か
ら
障
害
者
自
立

支
援
法
が
施
行
さ
れ
、
障
害
児
・

者
の
サ
ー
ビ
ス
利
用
料
が
基
本

的
に
一
割
負
担
と
な
り
ま
し
た
。

食
費
の
実
費
負
担
も
始
ま
り
、
上

限
額
は
あ
る
も
の
の
、
無
料
や
低

額
だ
っ
た
障
害
者
の
負
担
が
大

幅
に
増
え
ま
し
た
。 

党
議
員
団
は
、
市
内
の
二
施
設

に
出
向
き
、
実
情
を
調
査
し
ま
し

た
。
あ
る
通
所
施
設
で
は
、
月
額

五
万
円
程
度
の
障
害
者
年
金
に

加
え
数
千
円
の
工
賃
し
か
な
く

北島元雄 

TEL・FAX 24-8410

波志江町 3626 

文教福祉常任委員 

議会運営委員他 

障
害
者
の
自
立
さ
ま
た
げ
る 

“
自
立
支
援
法
”
に
市
の
対
応
求
め
る 

会派に交付される政務調査

費は、旧市では 1 議員あたり

年間 40 万円でした。’98･’99
年度と連続して補助金削減が

行われた際に、全会一致して

「議会も範を示そう。」と 30
万円に引き下げました。 

ところが、わずか 2 年後

の’01 年、自治法改正により政

務調査費を条例化するとき、

42万円に引き上げてしまいま

した。この時、日本共産党議

員団は、「各種補助金は引き

下げたままで市の財政事情も

好転していないのに、政務調

 群馬労働局は、国家公務

員減らしの一環として、前

橋・伊勢崎労基署の統合案

を打ち出しました。 
日本共産党伊勢崎佐波

地区委員会と党議員団は、

6 月 28 日、群馬労働局二

局長と厚生労働大臣あて

の「伊勢崎労働基準監督署

の存続に関する要請書」を

届け、申し入れを行いまし

た。 
 伊勢崎労基署は 7500 の

事業所と 9 万人の労働者

を管轄し、給与未払いな

ど寄せられる労働相談も

年間約 1600 件にのぼり

ます。また、休業 4 日以

上の労働災害が年間およ

そ 350 件発生。労働基準

法違反申告も、80 件～90
件寄せられています。 
今後も活発な企業活動

が見こまれるこの地域に

労基署が無くなれば、相

談窓口も遠くなり、労働

申し入れをする八田地区

委員長と北島・長谷田市議

助
金
制
度
も
十
月
か
ら
変
わ

り
、
大
幅
な
収
入
減
少
が
心
配

さ
れ
ま
す
。
十
分
な
職
員
配
置

が
で
き
な
い
だ
け
で
な
く
、
施

設
の
存
続
そ
の
も
の
が
危
ぶ
ま

れ
て
い
ま
す
。 

者・経営者の両方に深刻

な事態になります。 
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査費ばかり引き上げるのは問

題。」と反対しました。その後、

党議員団は政務調査費の適切

な支出に努め、余った分は市

財政に返してきました。 
合併後の在任特例期間中の

政務調査費は 1 議員あたり年

12 万円とされ、今春の選挙後

に額をどうするかが議会内で

議論されてきました。 
党議員団は「議会だけで額

を決めるのでは、お手盛りと

いわれかねない。補助金審議

会など第三者機関で審議すべ

き。」と主張しましたが、今議

日日本本共共産産党党  

市市議議団団ﾆﾆｭｭｰーｽｽ  
2006 年夏号  大手町 11-23 

電話25-4854/ﾌｧｯｸｽ 24-8204 

度
が
実
現
し
て
い
ま
す
。 

こ
れ
ら
の
制
度
の
積
極
的
な

お
知
ら
せ
と
適
用
に
加
え
、
適
用

範
囲
や
減
免
・
助
成
率
の
拡
大
を

求
め
ま
し
た
。 

  

介
護
保
険
に
償
還
払
い

制
度
導
入
検
討
を
約
束

限
度
額
以
上
が
申
請
に
よ
り

払
い
戻
さ
れ
る
高
額
介
護
サ
ー

ビ
ス
費
や
、
か
か
っ
た
費
用
の
九

割
が
戻
る
福
祉
用
具
購
入
費
・
住

宅
改
修
費
も
、
一
度
は
多
額
の
支

払
い
が
必
要
と
な
り
、
大
き

な
負
担
で
す
。 

払
い
戻
さ
れ
る
分
が
保
険

か
ら
業
者
に
直
接
支
払
わ
れ

本
人
の
支
払
い
が
い
ら
な
い

「
償

還

し
ょ
う
か
ん

払
い
」
制
度
の
導
入

を
提
案
し
、
検
討
が
約
束
さ

れ
ま
し
た
。 

存続が危ぶまれる精神障害

者の地域生活支援センター 
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